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特　集 多様な管路を建設する推進工法

はじめに1
　本工事は、東京駅西側に位置する大
手町地区の再開発に伴い、地域冷暖房
事業の一環として丸の内熱供給㈱が熱

供給を行うための洞道新設工事である。
　大手町供給エリアは、近年の連続建
替えにより急速に高層化が進み、オフィ
スビル、金融機関の本社機能、新聞社、
情報通信機関、ホテルおよび官公庁等

が混在する日本経済を支える
ビジネス地域である。また、5
路線の地下鉄の駅もあり、休
日や夜間に亘り熱媒の需要が
あるのが特徴となっている。
　大手町センターの他に6箇
所のサブプラントを設置し、
新設サブプラントと既設プラン
トをネットワーク化させること
により、冷水製造効率性はス
パイラルアップし、また蒸気
管の供給網をループ化させる
ことにより、熱供給の更なる
信頼性の向上を図っており、
地域の省エネルギー、CO2の
削減に貢献するものである（図
−1）。

工事概要2
　本工事の工事概要を以下に
示す。また平面図、縦断図を
図−2、3に示す。

工 事 名：大手町地区（仮称）2-1
　　　　　計画ルート洞道新設工事
発 注 者：丸の内熱供給㈱
設計監理：㈱三菱地所設計
施 工 者：清水建設㈱
工事場所：東京都千代田区大手町2丁
　　　　　目
推進工法：泥濃式推進工法
　　　　　（地中支障物対応型）
掘進機外径：φ3,040mm
推 進 管：φ2,600mm
推進延長：162.1m
曲線半径：∞
縦断勾配：上り1.12%
土 被 り：17.5〜15.6m
掘削対象地盤：硬質シルト、細砂
発進立坑：7.0×6.9m深さ23m
到達立坑：深礎工法外径φ6.5m
　　　　　仕上がり内径φ4.5m
　　　　　深さ21m（共用中）

施工方法の選定3
　洞道の敷設には推進工法が採用さ
れ、再開発計画エリア内の発進立坑か
ら熱供給運用中の既設立坑に到達する
計画である（図−2）。
　洞道の計画線の上部には、NTTとう
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図−1　大手町供給エリアおよび新設洞道
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道、地下鉄駅躯体、地下連絡通路など
の埋設構造物と多くの埋設管が存在す
る。設計段階の埋設台帳および埋設企
業者への照会結果では、当該洞道の深
度が深いため、施工時に大きな影響を
及ぼす可能性のある埋設物はないもの
と想定された。しかし、地下鉄駅躯体
工事の仮設工事で使用した山留杭およ
び中間杭が残置されていることが判明
した。
　地下鉄の竣工図からは杭下端位置の
特定ができないため、計画された深度
より深い位置にあった場合、推進する
断面内に杭の先端が出現することが懸
念された。また、中間杭は駅躯体に埋
め込まれているため、躯体への影響を
最小限に抑えて杭を掘進機で切削・撤

去可能な工法が要求された。そのため、
本工事の施工条件には「トンネル内か
ら支障物を除去できる工法」と規定さ
れた。さらに、到達立坑は近隣ビルに
熱供給中の蒸気管および冷却管等が設
置されている供用中の既設マンホール
であること、交通量の多い主要幹線道
路直下での接合工事となることから、「ト
ンネル内から地盤改良工事を施工でき
る工法」と規定された。
　これらの施工条件を解決できる推進
工法を比較検討した結果、近年、地中
支障物対策で実積が増えつつある「地
中支障物対応型泥濃式推進工法（ミリ
ングモール工法）」を選定した。本工法
は①前方の金属支障物を推進しながら
探査が可能②支障物の前後を掘進機内

部からの地盤改良が可能③金属支障物
を粉々に切削・排出が可能、とする3
つの機能から構成され、通常掘進時は
電磁波による探査機能で前方支障物の
有無を確認しながら掘進し、地中支障
物を検知した場合は、電磁波の反応状
態に応じて推進速度を減速し支障物直
前で停止させる操作が可能になる。ま
た、切削中の周囲地盤の緩み抑制対策
として、掘進機内から地盤改良の施工
が可能となる。さらに、支障物を超低速
（0.1〜1.0mm/min）で切削すること
により、周辺地盤や支障物と一体化さ
れた構造物への影響を最小限に抑える
ことができ、安全、確実に支障物の切
削・撤去が可能となる工法である。
　本工事で使用した掘進機の概要図を

図−3　縦断図

図−2　平面図


